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これまでの動き （幾つか割愛）：
2019年7-8月： 北太平洋地域ワークショップ＠東京の開催
2019年10月： 日本ユネスコ国内小委員会による建議にOcean Decadeが盛り込まれる
2020年6月： Ocean Decadeの実施計画（初版）の加盟国向けレビュー
2020年7月: 日本地球惑星連合大会においてOcean Decadeのセッション開催
2020年8月： Ocean Decadeの実施計画（第２版）がUNDOALOS（国連海事・海洋法課）へ。
2020年8月： 同実施計画の要約版が公開。

これからの動き：
IOC/UNESCO等：
2020年10月：第1回Ocean Decade Actionの公募
2020年9-12月：国連総会にてOcean Decadeの実施計画の承認
2021年１月：Ocean Decade開始
2021年2月：第２回のOcean Decade Action募集
2021年2-6月：Ocean Decade Boardなどの体制構築
2021年5月：欧州にてOcean Decadeの発起会合
2021年8月：アジア太平洋地域のOcean Decade地域会合（WESTPACにて議論中）

国内：
2020年8月〜：海洋政策学会と笹川平和財団が協力して、Decade研究会が発足
2020年11月：海洋学会秋季大会でDecadeのセッション開催。

経緯と今後



Ocean Decade準備：全球計画会合→各地域のワークショップ→取り纏め

主催：IOCの西太平洋地域小委員会
（WESTPAC）
共催: 北太平洋海洋科学機関（PICES）、

日本ユネスコ国内委員会IOC分科
会

52.17
%

37.89
%

1.24%
5.59% 3.1…

海洋利害関係者の割合

Ocean
Science &
Technology

Ocean Policy
&
Sustainable
Developmen
t

北太平洋沿岸国
を中心に18カ国
から160名の専門
家が参加。
6つの社会的成果
と繋がる6つの分
科会を開催。

IOC/WESTPACとPICESが、文科省IOC分科会とともに実施



Ocean Decadeのロードマップの6つ（現在は７つ）の社会的成果に従い議論

(JAMSTEC 作成パンフレット)



ユネスコ活動の活性化について（建議）
令和元年10月18日

文部科学省日本ユネスコ国内委員会

我が国のユネスコ活動は、(中略)民間の自発的な協力活動として始まった。(中略)ユネスコが駐
日代表部を設置した1949年には、衆・参両院で「ユネスコ運動に関する決議」が採択され、文部省
にも大臣官房渉外ユネスコ課が設置されるなど、（中略）大きな盛り上がりを見せた。サンフラン
シスコ講和条約の締結前に、ユネスコ加盟という戦後初の国際機関加盟と国際社会への復帰を実現
させたのは、こうした政官民の垣根を越えた熱意に支えられたユネスコ活動であった。

それから70年を経た現在、ユネスコ活動は新たな局面を迎えている。
(中略)

1. SDGs達成に向けた、持続可能な開発のための教育（ESD）の推進における主導的な役割の維持
(中略）

2. 「国連海洋科学の10年」に向けた活動の活性化
2021年から始まる「国連海洋科学の10年」に向けて、持続可能な海洋の保護と利活用における科

学の重要性について普及を図ること。また、ESDとの相乗効果が得られるような教育関係者との協
力も含め、SDGsの達成に幅広く貢献するよう分野を越えた連携を図ること。
3. 加盟国間の友好と相互理解の促進のためのユネスコ改革への貢献
（中略)

4. ユネスコ活動のメリットを生かした地域創生や多文化共生社会の構築
（中略）

5. 多様なステークホルダーの連携を深める戦略的なプラットフォームの構築
SDGsの達成に向けて積極的に取り組むユースや地方自治体、NPO、民間企業等とともに、地域の

課題解決につながるユネスコ活動の更なる充実や、活動成果の国内外への戦略的発信、国内のユネ
スコ活動と国際協力の成果の往還等を促進するため、世代や地域を越えて多様なステークホルダー
が連携し、ユネスコ活動の未来を共創するプラットフォームの構築を図ること。



0次案(3月)→第1版(6月)→第2版(8月)
実施計画（第２版）の要約
Part 1: 全体の説明

1. 1 Ocean Decadeを行う理由
1.2 ビジョン、ミッションおよびアウトカム

Vision: The science we need for the ocean we want
Mission: Transformative ocean science solutions for
sustainable development, connecting people and our
ocean (社会に変革をもたらす海洋科学による解決)
7つのOutcomes

Part 2: 行動の枠組み
2.1 我々が必要とする科学を行う。
- Outcomes, Challenges, Objectives, Actionを記載

2.2 Ocean Decadeの挑戦課題
- 10個のハイレベルな挑戦課題が３つに分けられて記載されて
いる。

2.3 Ocean Decadeの目的
2.4 Actionの内容と承認の手続き
- Programme, Project, Activity, Contributionにて実施。

2.5 データ/情報/知識の管理
2.6 能力開発
2.7 Decadeへの参加方法

Part 3: 実施の枠組み
3.1 ガバナンスと調整のための体制
3.2 資金などの動員
3.3 評価の実施



行動につながる情報
“Actionable Information”

研究者：
社会で重要な決定ができ

る情報(Actionable 
Information)を作る。

海洋研究の成果
研究論文
データ
サンプル

海洋の関係者：
自ら意思決定し行動がで
きる情報(Actionable 

Information)を元に行動

役所（中央、地方）

市民

どういう情報が必要
か、話し合い/コミュ
ニケーションで、決め

る。
参加者には、リテラ
シーが求められる。

Ocean Decadeの課題(Action)において重要なのは？

Mission: Transformative ocean science solutions for sustainable development, connecting people 
and our ocean

人と海を繋ぐ、持続可能な開発のための海洋科学により（社会に）変革を起こす解決を示
す。

海洋のデータ/情報で人をつなぎ、行動を促す



海洋情報のバリューチェーン

https://www.frontiersin.org/articles/10.3389/fmars.2019.00277/full

海洋科学者

意思決定者

社会
実行者 / 利害関係者
行動 / 役割

研究／開発

政策決定

公的＆民間分野

フィードバック / 発言

データを情報に
変換

データの共有

キーワード

情報の統合

情報の相互運用

FAIR(Findable, Accessible, 
Interoperable, Reusable) ポ
リシー

海洋データ/情報で人をつなぎ、サービスを行う。

(JAMSTEC 千葉さん提供資料に変更)



九州沿岸の漁師を支援する

経営が好転
↑

船の燃料を節約して、沢山の魚
↑

スマホを利用した漁をする
↑

漁場・魚の場所が分かる
↑

高精度の沿岸の海の予測
↑

高密度の沿岸の海洋観測

(九州北部ICTスマート漁業(QSF)推進事業の提供資料を変更)

モデルで予報された九州の北の対馬海峡の流れ

予報された九州の北の対馬海峡の流れはスマホ
でも見られる



海洋情報の利用と価値の連鎖ー高知県宿毛湾から県全体へー

漁業関係者はこれらの
様々な情報を駆使して
出漁日や海域を判断

人工衛星による観測
予測情報（海洋モデル）

現場観測（係留ブイ）

JAXAひまわりモニ
タ

JAMSTEC 宿毛湾予
測

現場での検証 高知マリンイノベーション＝漁業の
スマート化

観測情報

予測情報

指標情報

意思決定情報

社会での判断
社会

科学

(JAMSTEC森岡さん提供資料を変更)



日本周辺のOcean Decadeのミッションに沿った
実施中の課題

1. 九州の漁師との協働（広瀬）

2. 四国の漁師との協働（森岡）

3. 日本の水産（水産庁）

4. 海しる（海上保安庁）

5. 日本周辺海域の予報/予測（気象庁、
JAMSTEC）

6. OPRIの活動（沿岸域総合管理、海洋に
関する教育と人材育成）

7. 他

国内で調整(coordinate)が十分出来ているとは言えない



JAMSTECの取り組み例 会社や役所、市民との協働
 「日本－パラオ親善ヨットレース」に参加する競技艇および
伴走船「みらいへ」に、マイクロプラスティック採取装置を設
置し、レース中に分布調査

 「みらいへ」には、パラオ共和国の青少年、一般市民も乗
船し、海洋教育プログラムも実施

レース日程：
2019年12月29日

～2020年1月14日

(JAMSTEC提供資料を変更)



インドネシアでの漁業者への能力開発と生態系保全
特にアジアの漁業には問題がある。
・人口が増えて、沿岸に街が大きくなり（都市
化）、沿岸の開発がすすんで、海の環境が破壊さ
れている。
・経済が成長して人は豊かになるが、成長に取り
残された貧乏な人も多く、魚の捕りすぎや法律に
違反する漁業が横行。しかし、データがなく取り
締まったりする人もいない。また、資源の奪い合
いから民族間で紛争が起こる。
・温暖化による海面の上昇、海の酸性化等によっ
て、魚が住む環境が変わり、水産資源の枯渇など
の問題があり得る。

FishGIS project by PICES: Building capacity for 
coastal monitoring by local small-scale fishers 

(東大・牧野さん提供資料を変更)



アジア太平洋地域における
Decadeのミッションに合う実施中の課題

1. 海洋プラスティック（JAMSTEC）

2. 東南アジアの水産（東大牧野さん）

3. IOC/WESTPACの活動
3.1 東南アジア海洋予報
3.2 衛星による沿岸藻場監視
等

4. 海洋政策研究所のプロジェクト
4.1 太平洋島嶼国
4.2 北極海

5. 他にも幾つか

笹川平和財団OPRIの島嶼国関連
プロジェクトのWebページより

Decadeの推進のためのアジア太平洋地域のガ
バナンスは必要。
日本は海洋科学を通じて、地域の平和に貢献
できる。



地球環境変動を継続的にモニタ－するための国際的な海洋観測システムへの貢献

GO-SHIP

Ocean Site/TPOS/RAMA
Argo

日本による全球観測(GOOS)への貢献

全球観測では概ね夫々で運営委員会があり調整されている。



国連海洋科学の10年のアクションが参照するべきは、
単体の先端科学 (Frontier Science）ではなく、積み重ね
られた利用可能な最上の科学（Best Available Science = 
BAS)である。

だが、現在の個々の海洋研究者の多くがめざしている
ものは、先端の科学（発見、解明、理論...）。

もしかしたら、日本の海洋研究者のマインドを少し修
正する必要がある。

BASの有用性・信頼性は、先端科学を含む科学的知見
の積み重ねによって向上する。

同時に、先端科学も引き続き継続・発展させる必要が
ある。

(東大 伊藤幸彦さん提供資料を変更)



まとめ
•Ocean Decadeは、海洋科学により2030年までに人類の海との付き合い方を良好な形に変
革させることをミッションとしている。

•実施において重要な機能の一つは、データ/情報の利用と流通による利害関係者間でのコ
ミュニケーションである。そのためには、バリューチェーンを強化し、行動に繋がる情報
を創出する海洋科学に基づくICTの強化が必要である。

•具体的な課題としては、日本国内でもアジア地域でも、既に日本発のDecadeに貢献して
いる課題が幾つもある。

•しかし、国内ではこれらの課題に対して調整がなされている状況ではなく、何らかの体制
が必要である。

•アジア太平洋域においても調整が必要である。当該地域ではIOCの地域委員会である
WESTPACの機能を強化することが重要と考えている。

•また、アジア太平洋域においては、日本は海洋科学を通じた平和外交（平和的な調整
役?）を目指せる位置にあると考えられ、国内においては国連のハイレベルから現場までを
調整する機能があるとよい。

•今後の進め方においては、これまでの海洋科学を基礎としつつ、先端的研究と利用可能な
最上の研究のバランスを取りながら進める事が重要である。

•Ocean Decadeの新たな計画については、国際的にも国内的にも既存の活動を調整しつつ、
埋めるべき空白を同定し、新たな計画を立案する。
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